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１ 連結決算の概要

経常収益は、有価証券利息配当金の増加等により対前年同期比22.8%増加しました。
経常費用は 国債等債券売却損の増加等により前年同期比43 5%増加しました

１．連結決算の概要

経常費用は、国債等債券売却損の増加等により前年同期比43.5%増加しました。
この結果、経常利益14億円、親会社株主に帰属する四半期純利益7億円を計上しました。

○連結損益計算書（抜粋） （単位：億円）

2021年6月期
2022年6月期

(今回）
増減額 増減率

経 常 収 益 105億円 129億円 24億円 22 8%

○連結損益計算書（抜粋） （単位：億円）

経 常 収 益 105億円 129億円 24億円 22.8%

（ 内 、 貸 出 金 利 息 ） 51億円 50億円 △1億円 △2.0%

（内、有価証券利息配当金） 14億円 39億円 25億円 176.7%

（ 内 、 役 務 取 引 等 収 益 ） 20億円 20億円 △0.5億円 △2.4%

経 常 費 用 80億円 115億円 35億円 43.5%

（ 内 、 国 債等 債券 売却 損） 1億円 36億円 35億円 -%

（ 内 、 営 業 経 費 ） 60億円 57億円 △3億円 △4.5%

経 常 利 益 25億円 14億円 △11億円 △43 5%経 常 利 益 25億円 14億円 △11億円 △43.5%

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
四 半 期 純 利 益

17億円 7億円 △10億円 △59.0%
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２ 単体決算の概要

○単体損益計算書（抜粋）

前述の連結決算と同様の理由により、経常収益117億円・経常利益11億円・四半期純利益
5億円を計上しました。

２．単体決算の概要

2021年6月期
2022年6月期

(今回）
増減額 増減率

○単体損益計算書（抜粋） （単位：億円）

経 常 収 益 92億円 117億円 25億円 26.2%

( 内 、 貸 出 金 利 息 ） 51億円 50億円 △1億円 △2.1%

（内、有価証券利息配当金） 14億円 39億円 25億円 171.4%

（ 内 、 役 務 取 引 等 収 益 ） 18億円 18億円 △0.5億円 △2.9%

経 常 費 用 71億円 105億円 34億円 48.7%

（ 内 、 国 債等 債券 売却 損） 1億円 36億円 35億円 -%（ 内 、 国 債等 債券 売却 損） 1億円 36億円 35億円 %

（ 内 、 営 業 経 費 ） 55億円 53億円 △2億円 △4.5%

コ ア 業 務 純 益 17億円 45億円 28億円 153.9%

コ ア 業 務 純 益コ ア 業 務 純 益
（ 除 く 投 資 信 託解 約損 益）

17億円 17億円 0.5億円 2.4%

実 質 業 務 純 益 16億円 9億円 △7億円 △43.3%

業 務 純 益 16億円 9億円 △7億円 △43.3%

経 常 利 益 21億円 11億円 △10億円 △47.1%

四 半 期 純 利 益 15億円 5億円 △10億円 △64.6% 3



３ コア業務純益の推移《単体》 ～本業の収益は着実に増加しています～３．コア業務純益の推移《単体》 ～本業の収益は着実に増加しています～

コア業務純益は、貸出金利息収入や有価証券利息配当金の資金運用収益と、手数料等の
役務取引等収益から得られる利益であり、銀行の本業収益力を表すものであります。
 業務純益 除く投資信託解約損益 経費 減少等 前年 期 増加 ま

コア業務純益及びコア業務純益（除く投資信託解約損益）の推移

コア業務純益（除く投資信託解約損益）は、経費の減少等により、前年同期比2.4%増加しま
した。

45.2
45.0

50.0

ア業務純益及び ア業務純益（除く投資信託解約損益）の推移

（単位：億円）

30.0

35.0

40.0

15.1

19.6
17.8

14.1 13.1
17.3 17.8

15.0

20.0

25.0

0.0

5.0

10.0

年 月期 年 月期 年 月期 年 月期

2.4%増加

2019年6月期 2020年6月期 2021年6月期 2022年6月期

コア業務純益 コア業務純益(除く投資信託解約損益）
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４ 預金残高の状況《単体》 ～個人預金を中心に増加しています～４．預金残高の状況《単体》 個人預金を中心に増加しています

当行は地域に根差した営業基盤を有し、個人預金を中心に預金残高は、2022年3月末比
677億円増加しました。
県別の預金残高は 栃木県内のお客さまが80 9%を占めております県別の預金残高は、栃木県内のお客さまが80.9%を占めております。

預金残高（単体）の推移 県別の預金残高（2022年６月末）

億

30,147 30,183 30,860
30,000

35,000

＋677億円
（単位：億円）（単位：億円）

群馬県 355
1.2%

茨城県 248 
0.8%

東京都 235 
0.8%

24,137 24,410 24,667

20,000

25,000

30,000

埼玉県 5,023 
16.3%

5,569 5 406 5,849
10,000

15,000

5,569 5,406 ,

0

5,000

2021年6月末 2022年3月末 2022年6月末

栃木県24,996 
80.9%

預金全体 個人 法人

（譲渡性預金含む）
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５ 貸出金残高の状況《単体》 ～個人・中小企業へ主に資金供給しています～５．貸出金残高の状況《単体》 個人 中小企業へ主に資金供給しています

貸出金残高は、2022年3月末比340億円増加しました。
このうち個人・中小企業向け貸出金の残高は、 2022年3月末比95億円増加しました。
栃木県内の貸出が65.8%を占めており、栃木県内及び個人・中小企業向け貸出が中心です。

貸出金残高（単体）の推移 県別の貸出金残高（2022年6月末）

（単位：億円）
＋ 340億円

（単位：億円）

25,000
茨城県 245 

1 2%

東京都 3,080
15.5%

19,808 19,551 19,891

14,905 14,846 14,941
15,000

20,000
群馬県 425 

2.1%

1.2%

5,848 5,867 5,880
5 000

10,000

埼玉県 3,058 

0

5,000

2021年6月末 2022年3月末 2022年6月末
貸出金全体 うち 個人 中小企業 うち 住宅ロ ン

栃木県13,080 
65.8%

15.4%
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６ 預り資産の状況 《単体》 ～人生１００年時代に向けた資産形成のサポート～６．預り資産の状況 《単体》 人生１００年時代に向けた資産形成のサポ ト

当行は、お客様の将来の資産形成に繋がる「長期・積立・分散」投資への提案等を行ってきま
した。預り資産残高は投資信託の基準価格の低下による簿価の減少等により2022年3月末比
64億円減少しました。

預り資産残高の推移
（単位：億円）

3 795
3,983 3,919

5,000

（単位：億円）

2 363
2,372 2,324

3,795 3,919

3,000

4,000

2,363 ,

2,000

250 235 260

1,181 1,375 1,333

0

1,000

2021年6月末 2022年3月末 2022年6月末2021年6月末 2022年3月末 2022年6月末

個人年金等 投資信託 公共債
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７ 経費の状況 《単体》 ～持続可能な経営に向けた取組みを継続しています～７．経費の状況 《単体》 持続可能な経営に向けた取組みを継続しています

お客様を支える持続可能な経営基盤の確立のため、業務の軽量化・効率化・集中化により、
当期のOHR（コア業務粗利益ベース）は前年同期比1.31ポイント減少しました。

※OHR（コア業務粗利益ベ ス）＝経費÷コア業務粗利益(除く投信解約損益）×100

81 01%

100

経費とOHR

※OHR（コア業務粗利益ベース）＝経費÷コア業務粗利益(除く投信解約損益）×100

従業員数と営業店数

△1.31ポイント
1,900

60

81.01%
80.92%

76.44%

75 13%

(単位：%、億円）

△1.31ポイント

(人）

1,672
1,632

1,561
1,506

1,500

1,700

22
21 20

3
3 3

3

60
55 56

53

75.13%

50

(店）

88 88
86 86

1,300

21 0
19

(
88

85

79

75

900

1,100

33 31 32 30

0

(店）
75

500

700

2019年6月末 2020年6月末 2021年6月末 2022年6月末
2019年6月期 2020年6月期 2021年6月期 2022年6月期

人件費 物件費 税金 OHR
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８ 健全性の状況 《単体》 ～（１）不良債権の状況～

1000

８．健全性の状況 《単体》 （１）不良債権の状況

金融再生法開示債権は2022年3月末比2億円減少し、不良債権比率も同比0.05ポイント減少
しました。

800

900

1000

（単位：億円）
不良債権比率（単体）の推移

△0 05ポイント

2.22%

2.32% 2.35%

2.24%
2.19%

700

800 △0.05ポイント

7 8 14
13 13

444 460 470
444 442

500

600

要管理債権

危険債権

破産更生債権等

△2億円

433 440

13 13

300

400 不良債権比率

421 433 440 420 415

100

200

15 19 15 11 130

2020年6月末 2021年3月末 2021年6月末 2022年3月末 2022年6月末
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８ 健全性の状況《連結》 ～（２）自己資本比率の状況～

自己資本比率は、「国内基準行」では4%以上、「国際基準行」では8%以上が求められている中、
当行は、「国内基準行」として4%以上が求められております。

８．健全性の状況《連結》 （２）自己資本比率の状況

当期は積極的な貸出によるリスクアセットの増加により、連結自己資本比率は2022年3月末比0.07
ポイ ント減少しました。
自己資本を活かし、今後も個人・中小企業向け貸出やサービスの提供を行ってまいります。

90% 11 95% 12 06% 11 99%1,850

1,900

連結自己資本額

自己資本額の推移 （単位：億円）
△0.07ポイント

11.35%
11.90% 11.95% 12.06% 11.99%

1 700

1,750

1,800
連結自己資本比率

1 727 1 735 1,751 1,754
1,600

1,650

1,700

1,686
1,727 1,735 ,

1,450

1,500

1,550

1,400

2020年6月末 2021年3月末 2021年6月末 2022年3月末 2022年6月末
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【参考資料】

課題解決に強い銀行への取組み

11



１ 課題解決に強い銀行へ≪コンサルティング機能の強化≫

2020年４月に第十次中期経営計画をスタートさせ、「課題解決に強い銀行」へ進化を成し遂げるた
め「コンサルティング機能を活かしたお客様への提供価値の充実」「お客様志向を実現するための人材
育成 客様を支 持続 能 経営基盤 確立 ど 客様 様 ご プ

１．課題解決に強い銀行へ≪コンサルティング機能の強化≫

育成」「お客様を支える持続可能な経営基盤の確立」など、お客様の様々な困りごとにワンストップで
対応できる「お客様サポート体制」を強化させてまいりました。

2021年９月には、「とちぎの結び目（地元応援型Ｍ＆Ａサービス）」をスタートさせるなど、事業
承継・Ｍ＆Ａ分野に精通しているコンサルタント及び連携機関と共に、ワンストップで個人事業主や小
規模企業 をお手伝 き 体制を構築 お ます規模企業のＭ＆Ａをお手伝いできる体制を構築しております。

また、ビジネスマッチングを通して、取引先の様々なニーズに対し適切な情報やサービス、ビジネス
パートナーの紹介を行っております。

107 6 

≪事業承継・Ｍ＆Ａ成約件数≫≪事業承継・Ｍ＆Ａ成約件数≫ ≪ビジネスマッチング成約件数≫≪ビジネスマッチング成約件数≫

（単位：件） （単位：件）

62 

88 

3 

4 

2020年6月期 2021年6月期 2022年6月期2020年6月期 2021年6月期 2022年6月期
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２ 課題解決に強い銀行へ≪役務取引等収益の推移≫２．課題解決に強い銀行へ≪役務取引等収益の推移≫

お客様の様々な困りごとにワンストップで対応できる「お客様サポート体制」を強化させてまいりま
した。役務取引等収益は、預金貸出業務手数料などの銀行業務の他、ビジネスマッチングや事業承継・
Ｍ＆Ａ等に関するソリューション手数料 お客様の資産形成のサポートを行った結果得られる 預り資

290

Ｍ＆Ａ等に関するソリューション手数料、お客様の資産形成のサポートを行った結果得られる、預り資
産手数料等で成り立っています。

役務取引等収益の推移役務取引等収益の推移 ソリューション手数料の内訳ソリューション手数料の内訳

101

290

227
250

300（単位：百万円） （単位：百万円）

290 2271 623

1,861 1,806
1,800

2,000

50

3 80

149 155
150

200

602 312

535 646

149

155

290 2271,623

1,445

1,200

1,400

1,600

136

29 18

357
9

1227 42

100

978 1 036

312

600

800

1,000

86 86

136
100

0

50

2019年6月期 2020年6月期 2021年6月期 2022年6月期

872 978 1,036 933

0

200

400

2019年6月期 2020年6月期 2021年6月期 2022年6月期 2019年6月期 2020年6月期 2021年6月期 2022年6月期

その他(私募債、シ・ローン等） ビジネスマッチング

事業承継 Ｍ＆Ａ 証券子会社仲介 13

2019年6月期 2020年6月期 2021年6月期 2022年6月期

預金貸出業務・為替手数料等 預り資産関連手数料

ソリューション手数料



３．課題解決に強い銀行へ

脱炭素に向けた取組みが社会的に加速するなか、地域経済の担い手である事業者にとってＳＤＧｓ
経営に取組むことは、将来の「ビジネスチャンス」と「ビジネスリスク」を認識し、事業継続性を高

課題解決 強 銀行

≪地域企業のＳＤＧｓ経営支援サービスの取扱い開始≫

める有用な機会となると考えます。当行は、地域の皆様のＳＤＧｓ経営に向けた取組みのご支援を目
的とし、3つのサービスの取扱いを開始しました。

とちぎんＳＤＧｓ宣言支援サービス

SDGs評価レポート
を作成

お客さまの企業活動の⾒える化
をサポートします。

ポイント
1

ポイント
2

「SDGs宣⾔」の策定
をサポート

お客さまの取り組みを「SDGs宣⾔」とし
てまとめ、公表できるようにします。

ポイント
3

SDGs経営
をお⼿伝い

「SDGs宣⾔」に沿った経営
のお⼿伝いをします。

≪3つのサービス≫

①とちぎんＳＤＧｓ宣言支援サービス
2022年3月の取扱い開始から6月末時点

①チェックシート
への回答

③「SDGs宣⾔書」
を策定

②結果レポートご提供
策定に向けたご⽀援

サービスご提供の流れで449件の申込がありました。

②とちぎんＳＤＧｓスタートアップローン

③とちぎんリーシング ＳＤＧｓ応援リース

④ お客さまのSDGsの取り組みをサポートするための様々なメニューをご提供します。

③とちぎんリ シング ＳＤＧｓ応援リ ス

対外PRをサポート
（当⾏ＨＰ掲載）

資⾦調達をサポート 多様なコンサルティング
サービスを提供

14

お客さまサポートメニューは今後も拡充してまいります。



４．課題解決に強い銀行へ

栃木銀行ではサステナブルファイナンス商品として、資金使途をグリーンプロジェクト（※１）に限
定した「とちぎんグリーンローン」と、ＳＤＧｓやＥＳＧに関連する取り組み目標（ＳＰＴｓ（※
２））を定め その達成状況に応じて金利を優遇する「とちぎんサステナビリティ リンク ロ ン」

課題解決 強 銀行

≪とちぎんサステナブルファイナンスの取扱い≫

２））を定め、その達成状況に応じて金利を優遇する「とちぎんサステナビリティ・リンク・ローン」
の取扱いを2022年7月に開始しました。
栃木銀行は、お客さまのＳＤＧｓやＥＳＧへの取組みの見える化、取組目標の設定、目標達成に向けた
取組みのサポート、そして資金調達までを伴走支援しながら、お客さまとともに環境問題や社会課題等
の解決を進め 地域経済 地域社会のサステナビリティ向上を目指してまいりますの解決を進め、地域経済・地域社会のサステナビリティ向上を目指してまいります。

原則等に整合的で原則等に整合的で

【とちぎんグリーンローン】 【とちぎんサステナビリティ・リンク・ローン】

・ 原則等に整合的で
ある旨の評価を取得

ご融資

㈱格付投資情報センター(R&I)
・ 原則等に整合的で
ある旨の評価を取得

ご融資

㈱格付投資情報センター(R&I)

ご融資

レポーティング

SPTs達成状況に応じ
・ SPTsの設定 融資条件を⾒直し
・ SPTsの達成状況に関する
レポーティング（年1回）

お客さま

栃⽊銀⾏

ご融資

・ グリーンローンプロジェクトの選定 レポーティング
・ 資⾦使途に関する「環境改善

効果等」をレポーティング

お客さま

栃⽊銀⾏

レビュー

レポーティング確認依頼

第三者機関

※１ グリーンプロジェクト：再生可能エネルギー事業や省エネ設備の導入など、環境面でポジティブな効果をもたら
すプロジェクト

※2 サステナビリティ・パフォーマンス・ターゲットの略称。お客さまの事業に関連したサステナビリティの改善を
目的とした定量的な目標

15



５．課題解決に強い銀行へ

栃木銀行、筑波銀行、東和銀行の重複営業エリアである埼玉県についてこれまで以上に広域での業
務展開を可能とする目的で、新たに3行共同で主に埼玉県のお客さま向けに「地元応援型Ｍ＆Ａサービ

課題解決 強 銀行

≪“さいたま”の結び目 創設及び３行による結び目の連携≫

ス（名称“さいたま”の結び目）」を創設いたしました。
これまで3行が各々で展開してきた【地元応援型Ｍ＆Ａサービスのプラットフォーム】である「結び

目」に今回創設した「“さいたま”の結び目」を加えることで、広域での事業承継及びＭ＆Ａ事業の
展開が可能となり、お客様のニーズに合ったソリューションの提供を実施し、これまで以上に地域経
済の活性化につなげてまいります。

【３行連携による広域マッチング体制】

“とちぎ”の結び⽬
（地元応援型Ｍ＆Ａサービス）

⽀援体制

連携機関

“さいたま”の結び⽬（地元応援型Ｍ＆Ａサービス）

⽇本公認会計⼠協会 埼⽟会
越⾕商⼯会議所

“筑波”の結び⽬
（地元応援型Ｍ＆Ａサービス）

“ぐんま”の結び⽬
（地元応援型Ｍ＆Ａサービス）

三⾏広域連携
プラットフォーム

地元応援型Ｍ＆Ａサービス

“さいたま”の結び⽬

連携
譲渡企業 譲受企業
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（地元応援型Ｍ＆Ａサービス）



＜本件に関する問い合わせ先＞

経営企画部 ： 仲田、齋藤、岩本経営企画部 仲田、齋藤、岩本

ＴＥＬ 028‐633‐1455

ＦＡＸ 028‐634‐3633
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